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羽曳野市本庁舎建替整備基本設計及び実施設計監修業務仕様書 

 

 

１ 業務概要 

(１) 業務名 

羽曳野市本庁舎建替整備基本設計及び実施設計監修業務 (以下「本業務」という。) 

(２) 履行期間 

契約締結日の翌日から令和８年３月３１日(火)まで 

(３) 適用  

本仕様書は、本業務に適用する。 

(４) 業務の目的 

本業務は、羽曳野市本庁舎建替整備基本計画（以下「基本計画」という。）に基づき、羽曳野市本

庁舎建替整備事業(以下「本事業」という。)に係る基本設計及び実施設計監修業務を行うものであ

る。 

(５) 本業務の実施上の留意事項等 

(ア) 本業務を受注したもの(以下「受注者」という。)は、基本計画に基づき発注者の方針や意向 

を十分に理解した上で、基本設計図書等を作成すること。 

(イ) 受注者は、「羽曳野市本庁舎建替整備基本設計及び実施設計監修業務公募型プロポーザル募集

要項」(以下「募集要項」という。)における所定の条件を満たすとともに、本業務の実施に当た

り、本事業に係る関係諸法令等の遵守を徹底すること。 

(ウ) 受注者は、本業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議し指示を仰ぐ

こと。 

   

２ 事業概要 

(１) 事業名 

羽曳野市本庁舎建替整備事業 

(２) 建設場所 

羽曳野市誉田４丁目１番１号 

(３) 工事概要 

〇 羽曳野市役所新庁舎（約１１，０００㎡）の新築工事 

〇 羽曳野市役所別館（約４，７７０㎡）の改修工事 

〇 既存棟（Ａ・Ｃ・Ｄ棟、本館（南側地下倉庫含む）、他付帯施設等）の撤去解体工事 

〇 駐車場・外構等の整備工事 

〇 上記工事に伴う附帯工事及び仮設工事等 

 (４) 概算事業費 

約１００億円(税込) 

(５) 施設の供用開始(予定) 

令和１０年７月（本庁舎部分） 
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(６) 事業スケジュール（想定） 

  本事業は、基本設計先行型の実施設計・施工一括発注方式（以下「ＤＢ方式」という。）にて進め

ることを基本とする。 

  〇 基本設計及び実施設計監修業務 

令和６年 ４月～基本設計業務、インフラバイパス仮設工事設計業務 

令和６年１１月～ＤＢ方式事業者選定手続き開始 

令和７年 ４月～実施設計監修業務 

〇 ＤＢ方式 

令和７年 ４月～実施設計業務、インフラバイパス仮設工事 

令和８年 １月～Ａ・Ｃ・Ｄ棟解体工事、１期工事（本庁舎新築） 

令和１０年７月～２期工事（既存庁舎解体、別館改修、駐車場・外構整備） 

(７) 計画概要 

市ウェブサイト(https://www.city.habikino.lg.jp/)に掲載している基本計画（案）を参照のこと。 

 

３ 業務の実施条件等 

本仕様書に記載が無いものは、平成 31 年国土交通省告示第 98 号による。これに記載の無い事項で

あっても、本業務の性質上必要と思われるものは、受注者の責任において完備すること。 

(１) 管理技術者の配置 

本業務の技術的管理を行う者として管理技術者を配置すること。 

(２) 各分野の主任担当者の配置 

本業務に必要となる次の分野を主に担当する者として主任担当者を配置すること。 

建築(総合)、建築（構造）、電気設備及び機械設備、積算 

(３) 業務の履行 

受注者は、募集要項に基づき提出した業務実施体制により、本業務を履行するとともに、業務提案

書における提案事項については、実現に向けて課題を整理し、問題点がある場合は改善策の提案を行

うなど、発注者の承認を得て業務を履行すること。 

(４) 業務計画書の提出 

受注者は、契約締結後速やかに、次に掲げる事項を記載した業務計画書を作成の上、発注者に提出

し、発注者の承認を得るものとする (仕様書等に定めの無い業務計画については、協議事項とし、適

宜追加するものとする。) 。なお、募集要項に基づき提出した配置予定の管理技術者及び主任担当者

の変更は原則として認めない。ただし、やむを得ない理由により変更を行う場合は、同等以上の技術

を有する者とし発注者から承認を得るものとする。 

(ア) 業務実施方針 

基本設計の実施方針 

(イ) 業務工程 

業務工程計画の作成、打合せ計画の作成 

(ウ) 業務実施体制 

業務体制、組織計画(体系図)、業務担当表、連絡体制、連絡先 
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(エ) 配置技術者名簿 

担当分野、氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験及び手持ち業務等 

(オ) その他 

発注者が他に必要とする事項 

(５) 業務上知りえた事項（特に設計金額等）を口外してはならない。 

(６) 設計不備に伴い生じた損害は、受注者が責任を負うものとする。 

(７) 設計図書の様式及び設計図の縮尺等は、発注者の指示を受けること。 

(８) 調査及び調査箇所等の補修に要する経費は、受注者が負担すること。 

(９) 新庁舎整備、別館改修、駐車場・外構等整備、インフラバイパス仮設等の設計において必要な解

体予定既存棟の調査及び取り合い検討（先行解体や盛替え等）を行うこと。 

(10) 撤去解体については、内部備品調査（建築物内部に残っている備品の調査）、ＰＣＢ調査（照明

器具安定器等についての調査）及びアスベスト調査（定性分析）をすること。ただし、アスベスト

調査箇所数が減った場合は減額とする。なお、別館改修についても同様とする。 

(11) 撤去解体に当たり、既存建物の基礎、地中梁及び浄化槽等の地中構造物も撤去するものとする。 

   ただし、現庁舎地下躯体については、残置や利活用を検討すること。 

(12) 建替工事に伴い影響を及ぼしそうな家屋の範囲を調査し、検討すること。  

(13) 業務スケジュール 

   各業務の期限は以下を基本とする。状況により変更する場合あり。 

(ア) ４－(１)－(ア)、(イ)、(ウ)の業務の内、ＤＢ方式事業者選定において必要となる業務 

：令和６年１０月末まで 

(イ) 上記（ア）のうち、ＤＢ方式に影響のない業務 

：令和７年３月３１日まで 

(ウ) ４－(１)－（エ）実施設計監修業務：令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

(14) 本業務は、羽曳野市本庁舎建替整備事業における別途発注のオフィス環境整備業務並びに別途

発注予定の CM（コンストラクション・マネジメント）業務及び実施設計業務と並行して実施する。

そのため、各工程において関連業務受注者と十分協議の上業務を行うこと。 

 

４ 設計特記仕様 

(１) 業務内容 

本業務の概要を示したものであり、業務の実施に当たっては発注者と受注者とが打合せの

上、決定すること。対象工事は２－(３)とし、撤去解体工事については既存図書の確認及び

発注資料の取りまとめ程度とする。 

(ア) 標準業務 

     建築（総合）・建築（構造）・電気設備・機械設備の基本設計図書の作成〔平成31年

国土交通省告示第98号に掲げるものを基本とする。〕 

① 基本設計 

  基本設計において３案程度比較検討の上、実施設計への報告書を作成するものとする。また、

概算資料作成においては、直近の類似する工事の事例等を調査し、工事費の動向を考慮した算出
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資料を提出すること。 

※打合せやチェック等で必要な図面等は、発注者の指示による。 

 (イ) 追加業務 

① 建築基準法・都市計画法等関係法令に基づく各種関係機関協議に必要な図書作成 

② 設計に必要な調査及びその他計画に伴い必要となった申請図書作成及び協議 

  （関係法令等に関わる関係各行政機関及び公益事業者等） 

③ 世界遺産・文化財に関する配慮において必要とされる協議や計画上の検討 

④ 解体予定既存棟の調査及び設計に必要な取り合い等の検討 

⑤ 地質調査（調査内容は発注者と協議の上決定すること。） 

    ア 土質、層厚、Ｎ値の確認 

〇 調査箇所：５箇所以上 

〇 支持層：Ｎ値５０以上を３ｍ以上確認（下部に軟弱層や圧密層を含まないこと。） 

イ 液状化の判断 

〇 調査箇所：３箇所程度 

〇 ＦＬ値：簡易検討、ＮＧの地層を含む場合はＰＬ値で判定 

※Ｍ7.5 地盤最大加速度 150、200、350galで確認 

※液状化判定の対象外の地層の場合は不要 

⑥ 土壌汚染対策調査 

⑦ アスベスト調査：定性分析（５０検体｜本館・別館・Ａ・Ｃ・Ｄ棟を基本とする。） 

⑧ ＰＣＢ調査（照明器具安定器等についての調査｜本館・別館・Ａ・Ｃ・Ｄ棟を基本とする。） 

⑨ 電波障害机上調査 

⑩ 家屋調査範囲の検討及び範囲図の作成 

⑪ パース図作成（内容は５－⑶－イ－③による。） 

⑫ 概略事業スケジュール及び概略工事工程表の作成 

   ⑬ コスト縮減検討資料作成（基本設計における積算金額の予算超過時の調整等を含む） 

   ⑭ 維持管理費用（ＬＣＣ）計画書作成 

   ⑮ 災害時庁舎活用マニュアルの作成(建築、設備に関する計画を含む) 

⑯ 羽曳野市業務継続計画（ＢＣＰ）及び羽曳野市受援計画の改訂支援（新庁舎に関する部分。建

築・設備に関する計画を含む） 

   ⑰ 防災計画書の作成に関する調査及び検討 

⑱ 外構サイン等計画 

   ⑲ ＶＲ（バーチャルリアリティ）の作成 

（空間イメージ共有のためのＢＩＭモデルのムービー・ウォークスルー機能映像程度） 

⑳ 総合的な環境保全に関する検討・評価資料の作成 

（ＺＥＢ化・ＣＡＳＢＥＥの評価及び認証についての検討） 

 ㉑ 施設内外における、観光及び民間活力導入の検討 

 ㉒ 庁内会議等への出席、資料提供等の運営支援 
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   ㉓ 議会説明に必要な資料の作成 

   ㉔ 市民参加手法の提案及び実施支援並びに市民説明会資料の作成及び説明 

㉕ 補助金申請協議関係書類等の作成支援（緊急防災・減災事業債等） 

補助金の算定根拠（工事費等の積算内訳書類等）に係る各種資料等（位置図、配置図、平面図、

立面図、面積表等の図書類）の作成支援 

㉖ ＤＢ方式における必要な作業 

 ア 要求水準書作成 

 イ ＤＢ方式での見積りのための補足図面等の作成 

  〇 特記仕様書／外部仕上表／内部仕上表／建具特記仕様書／建具表／外構計画図／設備諸

元表／機器リスト／プロット図／撤去解体工事資料等 

 ウ 基本設計内容に関する質疑応答支援 

 エ ＶＥ提案に対する確認・助言等 

 オ ＤＢ方式を踏まえた工事費概算書（算出根拠資料含む）の作成 

(ウ) インフラバイパス仮設工事設計業務 

    新庁舎整備範囲を横断する本館と別館をつなぐ既存インフラについて、整備範囲に干渉しない

位置に盛り替える工事の設計及び積算業務（工事費内訳明細書、数量調書等の作成）を行う。 

  (エ) 実施設計監修業務 

    ア 意図伝達業務 

     〇 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等 

     〇 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等 

    イ 実施設計監修業務 

     〇 実施設計定例会議、関係機関等との協議への出席（必要に応じて） 

     〇 各種提案、変更事項に関する協議・検討 

     〇 許認可に関わる申請作業の支援及び助言 

    ウ 業務実施条件 

     ○ 上記業務の実施に当たり、管理技術者及び各分野の主任担当者について合計月２０日以

上の従事を基本とする。 

(２) 業務仕様 

(ア) 次の時期に発注者と打合せを行い、必要に応じて資料等を作成すること。 

    ア 契約直後（業務着手時） 

    イ 発注者または受注者が必要と認めた時 

    ウ その他定期的に打合せを行う 

  (イ) 関係法令等にかかる関係各行政機関（大阪府(アスベスト関係等)・羽曳野市(道路管理

者、上下水道等)・消防署等）及び電気・ガス・電話等公益事業者等との打合せを行い、

設計調査書を作成の上、発注者に提出すること。 

  (ウ) 関係各機関と打合せの上必要な申請図書を作成し、発注者と協議の上、関係各機関に

提出すること。 

  (エ) 設計の進捗に伴い、計画に変更が生じた場合には発注者と協議を行い、その承諾を受
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けること。この場合、設計図書等の修正作業は本業務に含まれるものとする。 

  (オ) 設計図書等の用紙は、羽曳野市指定のものを使用すること。 

(３) 貸与図書 

既存建築物図面等一式 

※本業務で貸与する資料等は、利用後速やかに羽曳野市に返還すること。 

   ※設計上必要な既存図でＣＡＤデータのないものは復元作成すること。 

 (４) その他 

  (ア) 設計図書の帰属 

業務完了後の原図、その他の設計図書は羽曳野市に帰属する。   

  (イ) 準拠基準 

準拠基準は下記図書等により行うものとする。なお、法令及び条例等、文献は改正された

場合、最新版を適用すること。 

ア 建築基準法及び同法に基づく政令、省令、告示及び府、羽曳野市条例 

イ 消防法及び同法に基づく政令、省令、告示 

ウ 公共建築工事標準仕様書（建築・電気設備・機械設備工事編） 

（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

エ 公共建築改修工事標準仕様書（建築・電気設備・機械設備工事編） 

   （国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

オ 建築物解体工事共通仕様書・同解説 

   （国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

カ 公共建築工事積算基準、建築数量積算基準 

キ 地方債、交付金及び補助金等に関する適用基準（緊急防災・減災事業債等） 

ク その他本事業に関連する基準等 

 

５ 成果品及び提出部数 

(１) 成果品 

設計図書作成業務に関する成果品の概要を示したものであり、業務の実施に当たっては発注

者と受注者とが打合せの上、決定すること。 

   ア 基本設計図書 

① 比較検討報告書（３案程度） 

② 表紙・目次 

③ Ａ－建築（総合） 

⒜ 計画説明書（設計趣旨及び計画概要） 

⒝ 仕様概要書 

⒞ 仕上概要表 

⒟ 面積表及び求積図 

⒠ 敷地案内図（附近見取図） 

⒡ 配置図 

⒢ 平面図（各階） 

⒣ 断面図（２面以上） 
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⒤ 立面図（各面） 

⒥ 工事費概算書（算出根拠資料含む） 

⒦ その他関係図書 

◎ 公道から敷地に至るまでの上下水道・電気・ガス等インフラ施設の現況調査図 

◎ 工程表（「営繕工事における週休２日促進工事の実施について（通知）」平成 

30年3月20日付け国地契第71号、国営官第451号、国営計第120号、国営建技第3号

により各工種の工程を算出し根拠資料を添付） 

④ Ｓ－建築（構造） 

⒜ 構造計画説明書（設計趣旨及び計画概要） 

⒝ 構造設計概要書（仕様概要及び計画図） 

⒞ 工事費概算書（算出根拠資料含む） 

⒟ その他関係図書 

◎ 各種工法技術検討資料 

  ⑤ Ｅ－電気設備 

⒜ 電気設備計画説明書（設計趣旨及び計画概要） 

⒝ 電気設備設計概要書（仕様概要及び計画図） 

⒞ 工事費概算書（算出根拠資料含む） 

⒟ 各種技術資料 

⒠ その他関係図書 

    ⑥ Ｍ－機械設備 

⒜ 給排水衛生・空調換気・昇降機等設備計画説明書（設計趣旨及び計画概要） 

⒝ 給排水衛生・空調換気・昇降機等設備設計概要書（仕様概要及び計画図） 

⒞ 工事費概算書（算出根拠資料含む） 

⒟ 各種技術資料 

⒠ その他関係図書 

   イ 追加業務関係図書 

         ４－（１）－(イ)追加業務に関する図書         

   ウ インフラバイパス仮設工事設計図書 

① 設計図   

    ② 積算書（工事費内訳明細書、数量調書等作成） 

エ 実施設計監修業務報告書 

(２) 積算（上記５－⑴－ウ－②積算書については、次のとおりまとめること。） 

   ア 次のとおり区分した積算資料及び内訳明細書 

    ① 建築工事   

    ② 電気設備工事 

    ③ 機械設備工事 

   イ 数量計算、拾い出し表、代価表 

    ① 積算用紙・・・Ａ４又はＡ３サイズ 

     ② 積算方法・・・公共建築工事積算基準（最新版）による。 

   ウ 内訳明細書 
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① 様式・・・・・市様式 

    ② 内訳方法・・・建築工事内訳書標準書式（大成出版社）による。 

     ※注意事項  

     ⒜ 価格に対応する数量のうち鉄筋、鉄骨、木材は小数点第３位を四捨五入し、第２位

までとする。 

⒝ 鉄筋、鉄骨のスクラップは、（所要数量－設計数量）×０.７を計上すること。 

    ③ 金抜き内訳・・・数量入り 

    ④ 金入り内訳・・・EXCELにて作成したデータ 

エ 単価 

① 採用資料 

     ⒜ 建設物価（大口価格）・・・刊行物の採用する号数は協議による 

     ⒝ コスト情報・・・・・・・・刊行物の採用する号数は協議による 

     ⒞ 建築施工単価・・・・・・・刊行物の採用する号数は協議による 

     ⒟ 積算資料（大口価格）・・・刊行物の採用する号数は協議による 

     ⒠ 公共建築工事積算基準による代価を使用する。 

       （「その他」の率は、「中間値」を採用すること。） 

      ◎ 上記のうち、原則、下限値を採用すること。 

      ◎ 労務単価については、国土交通省が決定した最新版を採用すること。 

     ⒡ メーカー等の見積 

◎ 原則として３者以上 

     ⒢ その他カタログ等 

      ◎ 刊行物名及びページ数記入 

    ② 採用単価 

     ⒜ 材料価格はそのまま 

     ⒝ 代価、見積り、複合単価等は 

      ◎ 10,000円未満は１円単位以下切捨て （例・535円→530円) 

      ◎ 10,000円以上は10円単位以下切捨て （例・15,634円→15,600円)     

③ 見積等掛率 

     ⒜ 見積り・カタログ・刊行物公表価格等に掛率を乗じること。 

    ④ メーカー等の見積 

     ⒜ 見積依頼書及び見積書 

◎ 差 出 人：「羽曳野市長」※代理人として受託者名を記載すること。 

◎ 宛  名：「羽曳野市長」 

◎ 工 事 名：「羽曳野市内某工事」 

◎ 住  所：「羽曳野市内」 

◎ 有効期限：協議による。 

◎ 見積条件：見積内容は、材料費及び施工費を分けて明示すること。 

       見積価格は、実勢価格ではなく設計価格（定価表・価格表）とすること。 

       法定福利費について明示すること。 

       消費税相当額について明示すること。 
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     ⒝ 見積比較表（３者以上）を作成すること。 

    ⑤ その他 

     ⒜ 内訳書の備考欄に根拠を記入すること。 

      ◎ 建設物価Ｐ．○○ 

      ◎ 第○○号代価 

      ◎ メーカー見積×○○％   等 

     ⒝ 刊行物の採用年月等、その他不明な点は発注者と協議の上、最終決定すること。 

(３) 設計図書提出部数（提出方法は 別添１ のとおり） 

ア 基本設計図書（５－⑴－ア）について 

① Ａ４ファイル綴じ・・・・・１部 

提出データ：各作成データ形式（図面はＪＷＷ形式・ＤＸＦ形式共）及びＰＤＦ形式 

イ 追加業務関係図書（５－⑴－イ） 

① Ａ４ファイル綴じ・・・・・１部 

提出データ：各作成データ形式（図面はＪＷＷ形式・ＤＸＦ形式共）及びＰＤＦ形式 

② 地質調査報告書について 

     ⒜ 地質調査報告書・・・１部 

     ⒝ サンプル・・・・・・一式 

     ⒞ 提出データ：各作成データ形式（図面はＪＷＷ形式・ＤＸＦ形式）共及びＰＤＦ形式 

    ③ パース図 

⒜ 施設内観図 ３面程度（Ａ３カラー）・・・各１部 

⒝ 施設外観図 ８面程度（Ａ３カラー）・・・各１部 

    〇 敷地を含む鳥瞰図 内、３面 

〇 アイレベル    内、３面 

〇 部分       内、２面 

⒞ 提出データ：各作成データ形式（図面はＪＷＷ形式・ＤＸＦ形式共）及びＰＤＦ形式 

   ウ インフラバイパス仮設工事設計図書（５－⑴－ウ） 

① Ａ４ファイル綴じ・・・・・１部 

提出データ：各作成データ形式（図面はＪＷＷ形式・ＤＸＦ形式共）及びＰＤＦ形式 

エ 実施設計監修業務報告書（５－⑴－エ） 

① Ａ４ファイル綴じ・・・・・１部 

提出データ：各作成データ形式（図面はＪＷＷ形式・ＤＸＦ形式共）及びＰＤＦ形式 

オ 積算（５－⑵）について 

    ① 数量計算書・・・・・・一式 １部 

    ② 金入り内訳明細書・・・一式 １部 

    ③ 金抜き内訳明細書・・・一式 １部 

    ④ 代価表・・・・・・・・一式 １部 

    ⑤ メーカー見積・・・・・メーカー等見積書 一式・見積比較表 一式 

⑥ 提出データ：各作成データ形式及びＰＤＦ形式 

カ 工事費概算書について 

    ① 工事費概算書・・・一式 １部 
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    ② 算出根拠資料・・・一式 １部  

    ③ 提出データ：各作成データ形式及びＰＤＦ形式 

   キ 打合せ議事録・・・一式 １部 

提出データ：各作成データ形式及びＰＤＦ形式 

 ク 設計途中における打合せやチェック等で必要な図面等は、発注者の指示による。 

     ※速やかに提出できるよう、常時資料等の整理を行うこと。 
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 別添１  

 

注１） 提出図書一式については、オリタタミコンテナ蓋付（ＴＲ－５０Ｂ 透明タイプ：トラスコ中山

同等品）に入れて表題をつけ整理し提出すること。 

 

注２） データ提出用 光磁気ディスク（CD-R）について 

ａ．CD-Rは IS09660 ﾌｫｰﾏｯﾄ(ﾚﾍﾞﾙ 1)を標準とすること。 

ｂ．CD-Rに貼るラベルの項目は、下記の情報を明記すること。 

      業務名、作成年月、発注者名、受注者名、ｳｲﾙｽﾁｪｯｸに関する情報、ﾌｫｰﾏｯﾄ形式 

    ｃ．CD/DVDポケット付ファイル等にて 2部提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○業務 

○○年○○月 

―――――――――

―――――――――

―― 

発注者 ： 羽曳野市 

受注者 ： ○○○○ 

ｳｲﾙｽ対策ｿﾌﾄ：○○○○○○○○ 

ｳ ｲ ﾙ ｽ 定 義：○○年○○月○○日版 

ﾁｪｯｸ年月日：○○年○○月○○日 

ﾌｫｰﾏｯﾄ形式：IS09660(ﾚﾍﾞﾙ 1) 


